
事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

規模縮小

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

廃止・休止

　衛生的、かつ安全で安心できる食品の提供に
とって必要である。

○ 現行どおり

国 ・ 県 支 出 金

拡充

統合・連携

民間活用

負担適正化

厚生センターなどの関係機関との密接な連携のもと、食品衛生指導員による巡回指導や食品衛生思想の
普及啓発活動、食品衛生責任者への研修会等積極的な活動を行っている。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ

事業は、会員の自主管理体制強化、食品衛生普及の啓発普及、食品衛生指導員に関する事業を実施して
おり、多団体では運営できない。

やり方改善

個
別
評
価

評価項目 説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地 方 債

そ の 他

事
業
コ
ス
ト

食品衛生法に基づき、市民に衛生的、かつ安全で安心できる食品の提供を目的としている。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

事業コストに関する特記事項

直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

500 500 475 451

（ 当初予算額  ） 500

項目(単位:千円) H25決算 H26決算 H27決算 H28予算

500 475

うち臨時職員人件費

財
源
内
訳
一 般 財 源 500 500 475 451

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

H27実績 H28見込 指　標　名

件 2 2 2 2 補助金交付件数
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位 H25実績 H26実績

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

・食品衛生思想啓発事業
　食品衛生週間の資料配布
・食品衛生指導員に関する事業
　食品衛生施設の巡回指導、夏季・年末一斉監視への協力
・食品衛生管理者体制の強化
　食品営業従事者の検便、食品衛生管理者への研修

H27実績 H28見込 指　標　名

人 1,033 1,019 1,043 1,043 協会会員数
成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H25実績 H26実績

箇所 3,254 2,715 2,703 2,700

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

射水食品衛生協会、新湊食品衛生協会

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

食品衛生思想の普及及び食中毒の発生を予防する。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

巡回指導施設数

一部業務委託

政 策 ( 章 ) 第 1 章 健康で元気なまちづくり 指定管理

市直営

根 拠 法 令 等 射水市補助金等交付規則、食品衛生法

実 施
方 法
(H27)

○

健康づくりの推進

年度 終 了 年 度 ―

電話 ５２－７０７０

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17

291 予算事業名 ( 保健衛生総務費）

業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

部名 福祉保健部

課名 保健センター

目保健衛生総務費

事業№ 事務事業名 食品衛生協会補助金
担
当
部
署

年度分 ）

)

補助金事業

4 款衛生費 1 項 保健衛生費 1

平成 28 年度（ 平成 27



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

(会費: 一口当たり／年額3,000円 ) 個 人 会 員 数

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

・食品衛生思想啓発事業
　食品衛生週間の資料配布
・食品衛生指導員に関する事業
　食品衛生施設の巡回指導、夏季・年末一斉監視への協力
・食品衛生管理者体制の強化
　食品営業従事者の検便、食品衛生管理者への研修

1,043 人

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

射水食品衛生協会、新湊食品衛生協会

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

食品衛生思想の普及及び食中毒の発生を予防する。

団 体 構 成 員
会 費 負 担

○ 会費負担あり

112 千円 その他

(　 )

団体

％ 0.4 ％ 1.2 ％

会費負担なし 法 人 会 員 数

交
付
状
況

H28見込

件

非該当・事務局なし

補助金の占める割合 4.9 ％ 5.9 ％ 4.9 ％

10,235 千円 8,528 千円 9,692 千円

担当課が主体
交
付
団
体
状
況

項　目 H25決算 H26決算 H27決算 H28予算

事
務
局
体
制

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額 10,200 千円 8,491 千円 9,580 千円 ○ 交付団体が主体

次 年 度 繰 越 額 35 千円 37 千円

歳出に占める割合 0.3

う ち 一 般 財 源 500 千円 500 千円

千円

475 千円 )451 千円 県補助( ％

項　目 H25実績 H26実績 H27実績

国補助( ％ )

算 定 方 法
事務人件費100,000円　＋　会員活動費
２支部で、500,000円の範囲内とする。

○ なし(市単独補助)

補 助 金 等 交 付 額 500 千円 500 千円 475 千円 451

特
定
財
源

項　目

補助金等交付件数 2 件 2 件 2 件 2

事業費補助 施設等整備補助

○ 団 体 政策的補助 格差是正補助
類 型 区 分

○ 団体運営費補助

利子補給等
性
質

交 付 先 区 分
個 人

定 率

○ その他

補 助 区 分

定 額

現行どおり
事業を進めることが適当

平成 28 年度（ 平成 27 年度分） 補助金事業

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

評価結果

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合 Ａ
評価
結果

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

妥当性 有効性 効率性

直接事業費
削 減 余 地

②
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接
事業費を削減する余地はない。 ○

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討
の余地はない。 ○

従 事 人 員
削 減 余 地

①
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員
の従事人員や業務従事時間を削減する余地はない。 ○

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②
　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは
他に手段があっても、統廃合や連携の余地がない。 ○

成 果 の
向 上 余 地

③ 　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。 ○

事業継続に
よ る 影 響

妥
当
性

実施意義・
市民ニーズ

①
　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施
意義は低下していない。 ○

民 間 競 合 ② 　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。 ○

受 益 者 ・
費 用 負 担

③
　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。
また、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。 ○

有
効
性

政 策 体 系
との整合性

① 　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。 ○

④ 　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。 ○

効
率
性

電話 ５２－７０７０

評価
項目

評価の視点
内容（該当は○、非該当は×）

※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）
判定

291 予算事業名 (保健衛生総務費）

部名 福祉保健部

課名 保健センター

目保健衛生総務費

事業№ 事務事業名 食品衛生協会補助金
担
当
部
署

年度分）

)

補助金事業

4 款衛生費 1 項保健衛生費 1

平成 28 年度（ 平成 27



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

ソフト事業

4 款衛生費 1 項 保健衛生費 1

平成 28 年度（ 平成 27

事業№ 事務事業名 救急医療対策費
担
当
部
署

年度分 ）

)

部名 福祉保健部

課名 保健センター

目保健衛生総務費

電話 ５２－７０７０

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17

294 予算事業名 ( 救急医療対策費

業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 第 2 部 健康でみんなが支え合うまち 実 施
方 法
(H27)

○

医療体制の充実

年度 終 了 年 度 ―

一部業務委託

政 策 ( 章 ) 第 3 章 医療体制の整ったまちづくり 指定管理

市直営

根 拠 法 令 等 医療法

事
業
目
的

対
象
誰を・何を 全市民

意
図
どのような
状 態 に

初期救急医療体制による休日における急病患者の医療を確保する。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

休日在宅当番医制の実施

H27実績 H28見込 指　標　名

日 73 73 72 73 在宅当番実施延日数
成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H25実績 H26実績

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

H27実績 H28見込 指　標　名

箇所 45 45 45 45 在宅当番機関数
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H25実績 H26実績

7,048

（ 当初予算額  ） 7,048

項目(単位:千円) H25決算 H26決算 H27決算 H28予算

7,048 7,048

うち臨時職員人件費

財
源
内
訳
一 般 財 源 7,048 7,048 7,048 7,048

個
別
評
価

評価項目 説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地 方 債

そ の 他

事
業
コ
ス
ト

富山県医療計画に基づき、県の救急医療の体制が整えられている。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

事業コストに関する特記事項

直 接 事 業 費 7,048 7,048 7,048

国 ・ 県 支 出 金

拡充

統合・連携

民間活用

負担適正化

休日の救急患者の受け入れ態勢が確保されている。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 射水市医師会の協力により実施している。

やり方改善

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

規模縮小

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

廃止・休止

　休日の初期救急医療体制の確保に必要である。

○ 現行どおり



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

ソフト事業

4 款衛生費 1 項保健衛生費 1

平成 28 年度（ 平成 27

事業№ 事務事業名 救急医療対策費
担
当
部
署

年度分）

)

部名 福祉保健部

課名 保健センター

目保健衛生総務費

電話 ５２－７０７０

評価
項目

評価の視点
内容（該当は○、非該当は×）

※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）
判定

294 予算事業名 (救急医療対策費

妥
当
性

実施意義・
市民ニーズ

①
　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施
意義は低下していない。 ○

民 間 競 合 ② 　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。 ○

受 益 者 ・
費 用 負 担

③
　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。
また、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。 ○

有
効
性

政 策 体 系
との整合性

① 　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。 ○

④ 　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。 ○

効
率
性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②
　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは
他に手段があっても、統廃合や連携の余地がない。 ○

成 果 の
向 上 余 地

③ 　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。 ○

事業継続に
よ る 影 響

有効性 効率性

直接事業費
削 減 余 地

②
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接
事業費を削減する余地はない。 ○

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討
の余地はない。 ○

従 事 人 員
削 減 余 地

①
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員
の従事人員や業務従事時間を削減する余地はない。 ○

現行どおり
事業を進めることが適当

平成 28 年度（ 平成 27 年度分） 記載不要

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

評価結果

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合 Ａ
評価
結果

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

妥当性

性
質

交 付 先 区 分
個 人

定 率

その他

補 助 区 分

定 額

事業費補助 施設等整備補助

団 体 政策的補助 格差是正補助
類 型 区 分

団体運営費補助

利子補給等

算 定 方 法

なし(市単独補助)

補 助 金 等 交 付 額 千円 千円 千円

特
定
財
源

項　目

補助金等交付件数 件 件 件

項　目 H25実績 H26実績 H27実績

国補助( ％ )

う ち 一 般 財 源 千円 千円

千円

千円 )千円 県補助( ％

H25決算 H26決算 H27決算 H28予算

事
務
局
体
制

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額 千円 千円 千円 交付団体が主体

次 年 度 繰 越 額 千円 千円

歳出に占める割合

交
付
状
況

H28見込

件

非該当・事務局なし

補助金の占める割合 ％ ％ ％

千円 千円 千円

担当課が主体
交
付
団
体
状
況

項　目

％ ％ ％

会費負担なし 法 人 会 員 数

千円 その他

(　 )

団体

(会費: ) 個 人 会 員 数

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

人

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

団 体 構 成 員
会 費 負 担

会費負担あり



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

規模縮小

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

廃止・休止

　富山県医療計画に基づき、救急医療の確保のた
め、補助金を継続する。

○ 現行どおり

国 ・ 県 支 出 金 88 88 88 88

拡充

統合・連携

民間活用

負担適正化

救急患者が症状の程度により適切な診療が受診できる。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 高岡医療圏で６施設が確保されている。

やり方改善

個
別
評
価

評価項目 説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地 方 債

そ の 他

事
業
コ
ス
ト

富山県医療計画に基づいている。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

事業コストに関する特記事項

直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

1,066 1,066 1,066 1,066

（ 当初予算額  ） 1,066

項目(単位:千円) H25決算 H26決算 H27決算 H28予算

1,066 1,066

うち臨時職員人件費

財
源
内
訳
一 般 財 源 978 978 978 978

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

H27実績 H28見込 指　標　名

件 1 1 1 1 補助金交付件数
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位 H25実績 H26実績

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

病院群輪番制により、24時間365日、重症救急患者の救急搬送を受け入れ必要な治療を行う。また、病
態に応じ、速やかに第三次救急医療体制である救命救急センターと連携している。
・救急医療についての相当の知識及び経験のある医師を確保する。
・救急医療を行うための設備、施設を確保する。
・救急患者のための病床又は専用病床を有している施設を確保する。

H27実績 H28見込 指　標　名

人 182 146 151 150 受診患者数
成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H25実績 H26実績

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

射水市民病院

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

第二次救急医療体制による二次救急病院の夜間における地域住民の急病患者の医療を確保する。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

一部業務委託

政 策 ( 章 ) 第 3 章 医療体制の整ったまちづくり 指定管理

市直営

根 拠 法 令 等 医療法

実 施
方 法
(H27)

医療体制の充実

年度 終 了 年 度 ―

電話 ５２－７０７０

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17

295 予算事業名 ( 救急医療対策費

業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

部名 福祉保健部

課名 保健センター

目保健衛生総務費

事業№ 事務事業名 病院群輪番制病院運営事業補助金
担
当
部
署

年度分 ）

)

補助金事業

4 款衛生費 1 項 保健衛生費 1

平成 28 年度（ 平成 27



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

(会費: ) 個 人 会 員 数

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

病院群輪番制により、24時間365日、重症救急患者の救急搬送を受け入れ必要な治療を行う。また、
病態に応じ、速やかに第三次救急医療体制である救命救急センターと連携している。
・救急医療についての相当の知識及び経験のある医師を確保する。
・救急医療を行うための設備、施設を確保する。
・救急患者のための病床又は専用病床を有している施設を確保する。

人

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

射水市民病院

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

第二次救急医療体制による二次救急病院の夜間における地域住民の急病患者の医療を確保する。

団 体 構 成 員
会 費 負 担

会費負担あり ○ 会費負担なし 法 人 会 員 数

その他

(　 )

団体

交
付
状
況

H28見込

件

非該当・事務局なし

補助金の占める割合 担当課が主体
交
付
団
体
状
況

項　目 H25決算 H26決算 H27決算 H28予算

事
務
局
体
制

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額 ○ 交付団体が主体

次 年 度 繰 越 額

歳出に占める割合

う ち 一 般 財 源 978 千円 978 千円

千円

978 千円 )978 千円 ○ 県補助( ％

項　目 H25実績 H26実績 H27実績

国補助( ％ )

算 定 方 法 85,243円×25日×1/2

なし(市単独補助)

補 助 金 等 交 付 額 1,066 千円 1,066 千円 1,066 千円 1,066

特
定
財
源

項　目

補助金等交付件数 1 件 1 件 1 件 1

事業費補助 施設等整備補助

○ 団 体 政策的補助 格差是正補助
類 型 区 分

団体運営費補助 ○

利子補給等
性
質

交 付 先 区 分
個 人

定 率

その他

補 助 区 分

○ 定 額

現行どおり
事業を進めることが適当

平成 28 年度（ 平成 27 年度分） 補助金事業

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

評価結果

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合 Ａ
評価
結果

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

妥当性 有効性 効率性

直接事業費
削 減 余 地

②
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接
事業費を削減する余地はない。 ○

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討
の余地はない。 ○

従 事 人 員
削 減 余 地

①
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員
の従事人員や業務従事時間を削減する余地はない。 ○

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②
　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは
他に手段があっても、統廃合や連携の余地がない。 ○

成 果 の
向 上 余 地

③ 　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。 ○

事業継続に
よ る 影 響

妥
当
性

実施意義・
市民ニーズ

①
　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施
意義は低下していない。 ○

民 間 競 合 ② 　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。 ○

受 益 者 ・
費 用 負 担

③
　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。
また、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。 ○

有
効
性

政 策 体 系
との整合性

① 　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。 ○

④ 　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。 ○

効
率
性

評価
項目

評価の視点
内容（該当は○、非該当は×）

※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）
判定

295 予算事業名 (救急医療対策費

年度分）

)

部名 福祉保健部

課名 保健センター

目保健衛生総務費

電話 ５２－７０７０

補助金事業

4 款衛生費 1 項保健衛生費 1

平成 28 年度（ 平成 27

事業№ 事務事業名 病院群輪番制病院運営事業補助金
担
当
部
署



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

規模縮小

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

廃止・休止

　予防接種施行令の一部改正に基づき、Ｈ28年10
月からＢ型肝炎予防接種を定期接種として実施予
定。

現行どおり

国 ・ 県 支 出 金

○ 拡充

統合・連携

民間活用

負担適正化

対象者へ案内通知し接種勧奨をすることで、予防接種接種率を維持、向上させ、感染症の流行を抑制し
健康維持へつなげている。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 予防接種は、医療機関での個別接種とし、接種しやすい体制としている。

やり方改善

個
別
評
価

評価項目 説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地 方 債

そ の 他 4,720

事
業
コ
ス
ト

予防接種法に基づく定期予防接種は市町村長が実施することとされており、対象者は予防接種を受ける
よう努めなければならない。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

事業コストに関する特記事項

直 接 事 業 費 184,000 212,159 209,769 218,656

・予防接種施行令の一部改正により、平成
26年10月から水痘及び高齢者肺炎球菌予防
接種が定期接種となる。
・平成27年度事業コストの財源内訳の「そ
の他」は「ふるさと納税」

（ 当初予算額  ） 227,787

項目(単位:千円) H25決算 H26決算 H27決算 H28予算

212,294 224,759

うち臨時職員人件費

財
源
内
訳
一 般 財 源 184,000 212,159 205,049 218,656

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

H27実績 H28見込 指　標　名

件 24,361 25,858 26,524 27,600 高齢者インフルエンザ案内送付件数
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H25実績 H26実績

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

【乳幼児・児童・生徒の予防接種】対象者：生後２か月から各予防接種の望ましい時期に接種する。
（ＢＣＧ、小児用肺炎球菌、ヒブ、3種混合、単独不活化ポリオ、4種混合、ＭＲ、水痘、日本脳炎、ジ
フテリア、破傷風の二種混合、子宮頸がん）
【高齢者インフルエンザ予防接種】対象者：65歳以上の高齢者及び60～64歳で障がい等で該当の方
【高齢者肺炎球菌予防接種】各該当年度に65歳、70歳、75歳、80歳、85歳、90歳、95歳、100歳となる
方及び60～64歳で障がい等で該当の方（但し、過去に肺炎球菌ワクチンを接種した方は対象外）
※対象者には予防接種券を送付し、指定された医療機関で個別に接種してもらう。

H27実績 H28見込 指　標　名

％ 61.34 62.10 61.40 62.50 高齢者インフルエンザ予防接種率
成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H25実績 H26実績

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

予防接種法に基づき、乳幼児、児童及び高齢者に定期予防接種を実施し、感染症の発症と蔓延を防止す
る。

意
図
どのような
状 態 に

病気の重症化予防と感染症の蔓延を防止する。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

一部業務委託

政 策 ( 章 ) 第 1 章 健康で元気なまちづくり 指定管理

市直営

根 拠 法 令 等 予防接種法第３条

実 施
方 法
(H27)

健康づくりの推進 ○

年度 終 了 年 度 ―

電話 ５２－７０７０

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17

303 予算事業名 ( 予防接種費

業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

部名 福祉保健部

課名 保健センター

目予防費

事業№ 事務事業名 予防接種費
担
当
部
署

年度分 ）

)

ソフト事業

4 款衛生費 1 項 保健衛生費 4

平成 28 年度（ 平成 27



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

(会費: ) 個 人 会 員 数

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

人

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

団 体 構 成 員
会 費 負 担

会費負担あり

千円 その他

(　 )

団体

％ ％ ％

会費負担なし 法 人 会 員 数

交
付
状
況

H28見込

件

非該当・事務局なし

補助金の占める割合 ％ ％ ％

千円 千円 千円

担当課が主体
交
付
団
体
状
況

項　目 H25決算 H26決算 H27決算 H28予算

事
務
局
体
制

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額 千円 千円 千円 交付団体が主体

次 年 度 繰 越 額 千円 千円

歳出に占める割合

う ち 一 般 財 源 千円 千円

千円

千円 )千円 県補助( ％

項　目 H25実績 H26実績 H27実績

国補助( ％ )

算 定 方 法

なし(市単独補助)

補 助 金 等 交 付 額 千円 千円 千円

特
定
財
源

項　目

補助金等交付件数 件 件 件

事業費補助 施設等整備補助

団 体 政策的補助 格差是正補助
類 型 区 分

団体運営費補助

利子補給等
性
質

交 付 先 区 分
個 人

定 率

その他

補 助 区 分

定 額

現行どおり
事業を進めることが適当

平成 28 年度（ 平成 27 年度分） 記載不要

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

評価結果

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合 Ａ
評価
結果

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

妥当性 有効性 効率性

直接事業費
削 減 余 地

②
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接
事業費を削減する余地はない。 ○

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討
の余地はない。 ○

従 事 人 員
削 減 余 地

①
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員
の従事人員や業務従事時間を削減する余地はない。 ○

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②
　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは
他に手段があっても、統廃合や連携の余地がない。 ○

成 果 の
向 上 余 地

③ 　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。 ○

事業継続に
よ る 影 響

妥
当
性

実施意義・
市民ニーズ

①
　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施
意義は低下していない。 ○

民 間 競 合 ② 　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。 ○

受 益 者 ・
費 用 負 担

③
　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。
また、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。 ○

有
効
性

政 策 体 系
との整合性

① 　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。 ○

④ 　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。 ○

効
率
性

電話 ５２－７０７０

評価
項目

評価の視点
内容（該当は○、非該当は×）

※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）
判定

303 予算事業名 (予防接種費

部名 福祉保健部

課名 保健センター

目予防費

事業№ 事務事業名 予防接種費
担
当
部
署

年度分）

)

ソフト事業

4 款衛生費 1 項保健衛生費 4

平成 28 年度（ 平成 27
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